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  （百万円未満切捨て）

1．平成31年3月期第2四半期の業績(平成30年4月1日～平成30年9月30日) 

(1) 経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

31年3月期 第2四半期 1,626 △17.8 △338 - △322 - △326 - 

30年3月期 第2四半期 1,978 △4.1 △254 - △233 - △244 - 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

31年3月期 第2四半期 △21.16 - 

30年3月期 第2四半期 △15.83 - 

 

(2) 財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

31年3月期 第2四半期 20,258 5,448 26.9 352.97 

30年3月期 23,482 5,776 24.6 374.16 
 

（参考）自己資本 31年3月期 第2四半期 5,448 百万円   30年3月期 5,776 百万円 

 

2．配当の状況 

 
年間配当金 

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

30年3月期 - - - 0.00 0.00 

31年3月期 - -      

31年3月期(予想)     - - - 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

 

3．平成31年 3月期の業績予想(平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日) 
 

当社の主力事業は商品先物取引業であり、商品市場や為替市場等の相場環境の動向が業績に大きな影響を与える傾向
があるため、適正な業績予想の開示を行うことが難しくなっております。当社におきましては平成28年３月期まで業績
予想を開示してまいりましたが、株主や投資家の皆様の合理的な判断の形成に有用とはいえないと判断し、平成29年３
月期以降は業績予想の開示を控えさせていただくことといたしました。 

 



※  注記事項 

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

 

 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ： 無 

② ①以外の会計方針の変更                 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更                   ： 無 

④ 修正再表示                             ： 無 

 

 

(3) 発行済株式数(普通株式) 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 31年3月期 2Ｑ 16,227,207 株 30年3月期 16,227,207 株 

② 期末自己株式数 31年3月期 2Ｑ 789,942 株 30年3月期 789,942 株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 31年3月期 2Ｑ 15,437,265 株 30年3月期 2Ｑ 15,437,265 株 

 

 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 
 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

前述のように適正な業績予想を行うことが難しく、その開示を控えておりますが、業績数値の合理的な見積りが可
能となった時点で、別途、業績見通し(速報値)の開示を適宜行っていく予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間における我が国経済は、極めて緩和的な金融環境や世界的な好景気などを背景に企業収益

が向上し雇用環境も改善しており、台風や地震などにより経済活動の停滞やインバウンドへの影響が一時的に出た

ものの、景気は緩やかに回復しております。一方海外では景気が好調なうえ、米国と北朝鮮との対話進展の可能性

が高まっているものの、欧州の政情不安や中東情勢の不安定化、さらには米中貿易摩擦の激化による世界経済全体

の停滞が懸念される展開となりました。

国内商品先物市場の主力商品である金の市況につきましては、４月から５月は値動きが小さく、６月から８月は

米中貿易摩擦の激化による金の需要減退見通しや米ＦＲＢの利上げ懸念に加え、海外ヘッジファンドによる売りも

重なり、国内外で金価格が下落傾向となりました。６月下旬と８月中旬に金価格が急落した場面においては売買高

を増やしたものの、それ以外では伸び悩みました。原油の売買高もそれほど伸びず、当第２四半期累計期間におけ

る国内商品取引所の売買高は22,552千枚で、前年同期比10.3％の減少となりました。

このような市場環境の中で、当社の当第２四半期累計期間における金標準取引の委託売買高は136千枚で前年同

期比13.5％の減少となり、全商品の委託売買高は180千枚で前年同期比16.1％の減少となりました。

この結果、受取手数料が1,593百万円（前年同期比16.1％減）となり、営業収益は1,626百万円（前年同期比

17.8％減）となりました。営業損失は主に広告宣伝費や人件費等が減少して338百万円（前年同期は254百万円の損

失）となり、経常損失は322百万円（前年同期は233百万円の損失）となりました。また、商品取引責任準備金戻入

額78百万円と商品取引責任準備金繰入額73百万円との差引分が５百万円の利益となり、四半期純損失は326百万円

（前年同期は244百万円の損失）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産合計は、前事業年度末に比べ3,224百万円減少し、20,258百万円となりました。これは主に差入保証金の減

少（2,981百万円）等によるものです。

負債合計は、前事業年度末に比べ2,897百万円減少し、14,809百万円となりました。これは主に預り証拠金の減

少（2,097百万円）等によるものです。

純資産合計は、前事業年度末に比べ327百万円減少し、5,448百万円となりました。これは主に四半期純損失を

326百万円計上したこと等によるものです。

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当社の主力事業は商品先物取引業であり、商品市場や為替市場等の相場環境の動向が業績に大きな影響を与える

傾向があるため、適正な業績予想の開示を行うことが難しくなっております。当社におきましては平成28年３月期

まで業績予想を開示してまいりましたが、株主や投資家の皆様の合理的な判断の形成に有用とはいえないと判断

し、平成29年３月期以降は業績予想の開示を控えさせていただくことといたしました。それに代え、業績数値の合

理的な見積りが可能となった時点で、別途、業績見通し(速報値)の開示を適宜行っていく予定です。 
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,934,075 2,923,763 

委託者未収金 57,925 58,074 

商品 598,270 559,529 

貯蔵品 2,279 2,400 

保管有価証券 3,618,815 2,877,892 

差入保証金 9,822,089 6,840,508 

委託者差金 3,639,742 4,423,647 

その他 660,469 554,333 

貸倒引当金 △86 － 

流動資産合計 21,333,580 18,240,150 

固定資産    

有形固定資産 472,871 456,046 

無形固定資産 0 0 

投資その他の資産    

投資有価証券 90,660 89,934 

固定化営業債権 597,863 606,129 

破産更生債権等 469,282 349,282 

その他 1,110,910 1,104,832 

貸倒引当金 △592,554 △587,984 

投資その他の資産合計 1,676,162 1,562,194 

固定資産合計 2,149,033 2,018,240 

資産合計 23,482,614 20,258,390 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 92,606 162,182 

未払法人税等 42,342 29,617 

賞与引当金 35,935 35,074 

訴訟損失引当金 3,000 21,664 

預り証拠金 13,108,459 11,010,727 

預り証拠金代用有価証券 3,618,815 2,877,892 

その他 515,559 395,052 

流動負債合計 17,416,717 14,532,209 

固定負債    

退職給付引当金 255,126 250,204 

その他 12,275 9,863 

固定負債合計 267,402 260,068 

特別法上の準備金    

商品取引責任準備金 22,444 17,200 

特別法上の準備金合計 22,444 17,200 

負債合計 17,706,563 14,809,478 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,693,150 2,693,150 

資本剰余金 2,672,071 2,672,071 

利益剰余金 646,208 319,573 

自己株式 △245,957 △245,957 

株主資本合計 5,765,473 5,438,838 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 10,577 10,073 

評価・換算差額等合計 10,577 10,073 

純資産合計 5,776,050 5,448,911 

負債純資産合計 23,482,614 20,258,390 
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（２）四半期損益計算書

（第２四半期累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年９月30日) 

営業収益    

受取手数料 1,899,941 1,593,835 

売買損益 78,863 33,113 

営業収益合計 1,978,805 1,626,949 

営業費用 2,232,959 1,965,042 

営業損失（△） △254,154 △338,093 

営業外収益    

受取利息 42 36 

受取配当金 323 337 

為替差益 59 806 

貸倒引当金戻入額 5,081 4,655 

倉荷証券保管料 10,335 9,775 

その他 5,270 1,545 

営業外収益合計 21,112 17,156 

営業外費用    

支払利息 224 81 

敷金償却費 350 350 

その他 56 800 

営業外費用合計 630 1,231 

経常損失（△） △233,672 △322,168 

特別利益    

固定資産売却益 － 5,531 

商品取引責任準備金戻入額 65,518 78,529 

特別利益合計 65,518 84,061 

特別損失    

固定資産除売却損 187 5,657 

商品取引責任準備金繰入額 65,204 73,285 

特別損失合計 65,391 78,942 

税引前四半期純損失（△） △233,545 △317,049 

法人税、住民税及び事業税 10,880 9,585 

法人税等合計 10,880 9,585 

四半期純損失（△） △244,425 △326,634 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

 

 

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、第44期1,332百万円、第45期716百万円、第46期145百万円の営業損失を計上いたしました。当該損失は広

告宣伝費、情報通信費及び人件費の削減により大幅に改善されているものの、継続企業の前提に関する重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。 

当社におきましては、収益構造の改革と業績の回復を実現するために対応策を策定し、経費削減については次の

ような具体的な取組みを行い、かつ、今後も精力的に実施してまいります。

○ 情報通信料等については、基幹システムや情報通信の再構築を実施するなどして削減に努めてまいります。

○ 役員報酬等については、相談役・顧問・取締役の員数が第45期より減少し、また当該役員の報酬一部カット

を実施しております。

○ 人件費については、残業時間や給与規程の見直しを行うことで削減に努めております。

○ 車両関係費用については、社有車の削減、及びより低燃費な車両への買換えを進めてまいります。

○ 第46期は大阪本町支店を大阪支店が入居するビルへ移転させて固定費削減に繋げており、今後も引き続き店

舗網の再構築を図って削減に努めてまいります。また賃料については、各店舗の賃料と近隣相場の実態調査

を行い、地代家賃の値下げ交渉を行ってまいります。

以上のように、第45期以降から大幅な営業費用の圧縮を行い、また今後も引き続き経費削減を図っていくことか

ら、今後は採算性の好転が見込まれると判断しております。

収益構造につきましては、既存のお客さまの取引規模拡大のみならず、新たに取引に参加していただけるお客さ

まを着実に増やしていくことが必要不可欠であり、そのためにはネットメディアを活用した商品先物取引の啓蒙と

広告宣伝の積極的な展開から顧客基盤の拡大を確実に推し進めることが継続的な黒字化に繋がるものと判断し、継

続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと認識しております。
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